
４　福祉・介護職員等特定処遇改善加算の要件について

（１）特定加算のグループごとの配分要件
・  ４（１）では以下の要件を確認しており、オレンジセルが「×」となる場合、加算取得の要件を満たしていない。

Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ 特定加算による賃金改善の対象とするその他の職種（C）の改善後の賃金が年額440万円を上回らないこと

Ⅷ

①特定加算による賃金改善の見込額（再掲） 円 要件V 要件Ⅵ

②特定加算による平均賃金改善額

○

人 人 人

円 円 円

（ 円 ） （ 円 ） （ 円 ）

円 円

円 ←
要
件
Ⅶ

人 ←

か所 ←

（コ）「月額平均８万円の処遇改善又は改善後の賃金が年額440万円以上となる者」を設定できない場合その理由

FALSE 小規模事業所等で加算額全体が少額であるため。
FALSE

職員全体の賃金水準が低く、直ちに月額平均８万円等まで賃金を引き上げることが困難であるため。
FALSE

FALSE

その他（ ）

（４）賃金改善を行う賃金項目及び方法　

令和 年 月 ～ 令和 年 月 ( 12 ) ○

## ## ## ## （ ）

（当該事業所において賃金改善内容の根拠となる規則・規程）

就業規則の見直し ## 賃金規程の見直し ## その他 （ ）

　※前年度に提出した計画書から変更がある場合には、変更箇所を下線とするなど明確にすること。

（上記取組の開始時期） 年 月 （ ## 実施済 FALSE 予定 ）

（３）見える化要件について

・実施する周知方法について、チェック（✔）すること。 ○

FALSE

TRUE

FALSE

FALSE その他( )

「障害福祉サービス等情報公表検索サイト」への掲載

自社のホームページに掲載

事業所・施設の建物で、外部から見える場所への掲示

ホームページ
への掲載

その他の方法
による掲示等

賃金改善を行
う給与の種類

基本給 手当（新設） 手当（既存の増額） 賞与 その他

具体的な取組
内容

会社規定での運用

（賃金改善に関する規定内容）
※上記の根拠規程のうち、賃金改善に関する部分を抜き出すこと。資格・手当等に含めて賃金改善を行う場合、そ
の旨を記載。

ひきこもり支援において、20年以上の経験・実績のある者に対しては　経験、技能のある障害福祉人材カテゴリとして対象としま
す。

弊社にて　3年以上の実務経験（常勤3年間）として勤務している者に対してはBグループとして参照する。

令和 元 10

経験・技能の
ある障害福祉
人材（A)の考

え方

経験・技能のある障がい福祉人材の2名は、当法人のひきこもり支援において、20年以上の経験・実績のある者である。

 （４(１)②で(A)にチェック（✔）がない場合その理由）

要
件
Ⅴ（ウ）特定加算による賃金改善額のグループごとの配分比率

※法人で設定する、特定加算による平均賃金改善額の比率 ： ： 要
件
Ⅵ

○
要
件
Ⅷ

0

0

（A）の職員のうち、特定加算を申請する事業所数につき1人以上は、賃金改善額が月額平均８万円以上又は改善後の賃金が年額440万円以上
であること

経験・技能のある障害福祉人材（A）の特定加算による平均賃金改善額が他の障害福祉人材（B）の平均賃金改善額より高いこと（A＞B）
　（ただし、障害福祉人材間で経験・技能に明らかな差がない場合など、（A）を設定できない場合は、この限りではない。⇒４(２)に記入）

他の障害福祉人材（B）の特定加算による平均賃金改善額がその他の職種（C）の平均賃金改善額の２倍以上であること（Ｂ≧2Ｃ）
　　（ただし、その他の職種（Ｃ）の平均賃金が他の障害福祉人材（B）の平均賃金を上回らない場合はこの限りではない）

（キ）特定加算による賃金改善の対象とするその他の職種（C）のうち、改善後の賃金
が最も高額となる者の賃金の見込額(年額）

（ク）経験・技能のある介護職員（A）のうち賃金改善額が月額平均８万円以上又は改
善後の賃金が年額440万円以上となる者の数

（ケ）本計画書（別紙様式2-3）で特定加算の取得を届け出た事業所数

（ア）特定加算による賃金改善を実施する範囲
※加算の配分対象とするグループに必ずチェック（✔）すること

（イ）一月当たりの常勤換算職員数（見込数）

FALSE FALSETRUE

1

（エ）要件を満たす特定加算による平均賃金改善額（月額） 0 0

（オ）配分比率の要件を満たす賃金改善額の総額（年額） 0 0

（カ）BとCの平均賃金の見込額（月額）
※B≧2Cを満たさない場合のみ記入

他の障害福祉人材
(B)

その他の職種(C)

※(カ)及び(キ)には、処遇改善加算、特定加算、ベースアップ等加算による賃金改善額を含む金額を記入し、(ク)の後半部分（改善後の賃金が440万
円以上）も同様の方法でカウントすること。ただし、(ク)の前半部分（月額8万円以上の改善）については、特定加算による賃金改善額のみで判断する
こと。

賃金改善
実施期間

5 4 6 3

月額平均８万円等の賃金改善を行うに当たり、これまで以上に事業所内の階層や役職にある者に求められる能力や処遇を明確化
することが必要であり、規程の整備や研修・実務経験の蓄積などに一定期間を要するため。

経験・技能のある障
害福祉人材(A)

か月

2

2.0

2,073,500


